
- 1 -

農林水産省政策評価実施計画新旧対照表（案）

１８年度実施計画 １７年度実施計画

（ 。（同右） 行政機関が行う政策の評価に関する法律 平成13年法律第86号
以下「法」という ）第７条第２項に掲げる事項について、以。
下のとおり定める。

１ 計画期間 Ⅰ 計画期間
。 。平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までとする 平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までとする

Ⅱ 農林水産省が自主的に行う事後評価
農林水産省が自主的に行う事後評価（法第７条第２項第１号
に区分される事後評価）の対象とする政策は、以下のとおり
である。

２ 実績評価 １ 別表１に掲げる政策分野について、実績評価の方式により
別表１に掲げる政策分野について、実績評価の方式により 事後評価を行う。

事後評価を行う。
農林水産省が策定する公共事業関係計画に係る分野につい 農林水産省が策定する公共事業関係計画に係る分野につい

ては、それぞれの計画に定められた目標に照らして評価を行 ては、それぞれの計画に定められた目標に照らして評価を行
う。 う。
なお、社会資本整備重点計画法（平成15年法律第20号）に なお、社会資本整備重点計画法（平成15年法律第20号）に

規定する社会資本整備事業に係る分野についても、重点計画 規定する社会資本整備事業に係る分野についても、重点計画
に定められた重点目標に照らして評価を行う。 に定められた重点目標に照らして評価を行う。

３ 総合評価 ２ 別表２に掲げる課題について、総合評価の方式により事後
別表２に掲げる課題について、総合評価の方式により事後 評価を行う。

評価を行う。

４ 事業評価
（１）別表３に掲げる公共事業について、公共事業の事業評価 ３ 別表３に掲げる公共事業について、公共事業の事業評価の

の方式により事後評価を行う。なお、法第７条第２項第２ 方式により事後評価を行う。
号に区分される事後評価の対象とする政策のうち、政策決
定後１０年経過時点で未了である政策は、すべて個々の公
共事業である。

（２）別表４に掲げる個々の研究開発課題及び研究制度につい ４ 別表４に掲げる個々の研究開発課題及び別表５に掲げる研
て、研究開発の事業評価の方式により事後評価を行う。 究開発施策について、研究開発の事業評価の方式により事後
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評価を行う。

Ⅲ 政策評価法の義務付けにより行う事後評価
政策評価法の義務付けにより行う事後評価（法第７条第２項
第２号に区分される事後評価）の対象とする政策は、以下の
とおりである。

１ 政策決定後５年経過後時点でなお未着手である政策に該当
するものはない。

２ 政策決定後１０年経過後時点でなお未了である政策は、別
表６のとおりである。なお、対象となる政策は、公共事業で

、 。あることから 公共事業の事業評価の方式により評価を行う

５ その他 Ⅳ その他の事後評価
（１）法第７条第２項第２号に区分される事後評価の対象とす その他の事後評価（法第７条第２項第３号に区分される事後
る政策のうち、政策決定後５年経過時点で未着手である政策 評価）の対象とする政策はない。
について、該当するものはない。

（２）その他の事後評価（法第７条第２項第３号に区分される
事後評価）の対象とする政策はない。

別表１～４ 略

（注）別表３及び４については、１８年度予算の執行準備手続き
等により現在調整中であることから、１７年度中に調整を了
し評価の対象を確定させることとしている。



（別表１）

政策分野

【総合食料局】

【消費・安全局】

【生産局】

【経営局】

【農村振興局】

【林野庁】

【水産庁】

【国際部】

食
料
の
安
定
供
給
の
確
保

、
農
林
水
産
業
の
発
展

、
農
山
漁
村
の
振
興

、
農
業
の
多
面
的
機
能
の
発
揮

、
森
林
の
保
続
培
養
と
森
林
生
産
力
の
増
進

、
水
産
資
源
の

適
切
な
保
存
・
管
理
等
を
通
じ

、
国
民
生
活
の
安
定
向
上
と
国
民
経
済
の
健
全
な
発
展
を
図
る

。

食料・農業・農村に関する国際協力の推進

消費者が安全な食料を安心して購入･
消費できる体制を確立するとともに、望
ましい食生活の実現を図る。

主要食糧の需給の安定を図るととも
に、食品産業の健全な発展を図り、食
料の安定供給を確保する。

食の安全及び消費者の信頼の確保

望ましい食生活の実現に向けた食育の推進

食品産業の競争力の強化

世界の食料需給の安定に貢献するとと
もに、我が国の農林水産物等の輸出を
促進する。

環境と調和のとれた持続的な農業生産体制への転換

担い手への経営支援の条件整備

意欲と能力のある担い手の育成・確保

水産物の安定供給体制の整備を図ると
ともに、それに重要な役割を果たす水
産業の健全な発展を図る。

水産物の安定供給の確保

林業・木材産業の持続的かつ健全な発展と木材利用の推進

森林の整備・保全による森林の多面的機能の発揮

農業・農村の整備･保全を推進するとと
もに、農村の経済の活性化や都市との
交流等を促進し、農村の振興を図る。

森林の多面的機能の発揮を図るととも
に、それに重要な役割を果たす林業・
木材産業の持続的かつ健全な発展を
図る。

（法第７条第２項第１号に区分される事後評価）

政策分野一覧（実績評価）

農林水産物・食品の輸出の促進

主要食糧の需給の安定の確保

農地、農業用水等の整備・保全

水産業の健全な発展

我が国の特色を活かし、需要に応じて
新鮮で高品質な農産物を合理的な価
格で、安定的かつ持続的に供給できる
体制を確立する。

効率的かつ安定的な農業経営が農業
生産の相当部分を担う望ましい農業構
造を確立する。

都市との共生・対流等による農村の振興

国産農畜産物の競争力の強化



（別表２）

課題名 評価を担当する課 評価実施期間 テーマの内容

森林整備目標の進捗状況の
検証

林野庁企画課 平成17～18年度

森林・林業基本計画において掲げられている
森林整備の目標（森林の有する多面的機能の
発揮に関する目標）について、その目標の進
捗状況、課題への取組の状況等を検証する。

資源管理の進捗状況の検証 水産庁企画課 平成18年度

水産基本計画において掲げられている水産物
の安定供給の確保（水産資源の適切な保存及
び管理等資源管理に関する施策）について、
その進捗状況、課題等への取組の状況等を検
証する。

総合評価の課題一覧
（法第７条第２項第１号に区分される事後評価）



（別表３）

１　法第７条第２項第１号に区分される事後評価

（１）直轄事業・機構営事業

期中 完了後

（２）補助事業

２　法第７条第２項第２号に区分される事後評価

（１）直轄事業・機構営事業

（２）補助事業

（注）事後評価の対象となる政策については、１８年度予算の執行準備手続き等により現在調整中であることから、
１７年度中に調整を了し評価の対象を確定させることとしている。

評価対象地区数

事業名 事業主管課

事業実施主体事業名 都道府県名 事業実施地区名 事業主管課

公共事業一覧

区分 事業名 事業主管課都道府県名 事業実施地区名 事業実施主体

区分 事業名 事業主管課



（別表４）

（１）研究開発課題

区分 評価の種類 研究課題名 研究実施主体 課題を所管する課

（２）研究制度

評価を担当する課

（注）事後評価の対象となる政策については、１８年度予算の執行準備手続き等により現在調整中であることから、
１７年度中に調整を了し評価の対象を確定させることとしている。

研究開発一覧

テーマ

（法第７条第２項第１号に区分される事後評価）


